
出資法人等経営評価書（公益法人等会計用） 整理番号 30 　　
　

　 令和5年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 35,234 50.9%

2 9,198 13.3%

3 4,850 7.0%

4 1,000 1.4%

5 1,000 1.4%

その他 18,000 26.0%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

令和2年度 令和3年度 4

571,040 623,452 696,329

81.0% 77.6% 73.9%

3,605 23,025 74,752

0.5% 2.9% 7.9%

67,847 83,077 92,967

9.6% 10.3% 9.9%

62,222 74,317 78,593

8.8% 9.2% 8.3%

全体事業 704,714 803,871 942,641

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

公益財団法人茨城県スポーツ協会

［法人の概要］

公益財団法人茨城県スポーツ協会

全体事業に占める割合

事業１

指定管理者として、堀原運動公園及び笠松運動公園の
管理運営を受託しており、維持補修を行うなど、安全で快
適な施設の維持管理に努めている。また、各管理事務所
においては、多くの県民にスポーツの実践の機会や様々
な催物等を提供し、各施設の特色を活かした利用を促進
し、収入の増を図っている。

全体事業に占める割合

所　　   在   　　地

資本金（基本財産）

水戸市見和１丁目３５６番地の２

会長　　大井川　和彦　（非常勤）

ホームページＵＲＬ

教育庁学校教育部保健体育課

０２９－３０３－７２２２

ibarakiken@ibaraki-spokyo.jp

代　　表　　者　　名

　本協会は、多くの県民の皆様がそれぞれのライフステージに応じた健康維持・体力増進が図れるようスポーツに親しむ
機会を提供しております。
　また、スポーツ振興の基盤となる指定管理施設の管理運営につきましても、安全で快適な環境づくりと各種スポーツ教
室等の拡充を図っております。ポストコロナを迎え、さらに多くの方々にご利用いただけるよう、ニーズに応じた事業展開を
行って参ります。
　令和２年度に開始した、世界へ羽ばたくトップアスリート育成事業においては、引き続きジュニアアスリートの発掘・育
成、指導者の確保、トップアスリート育成モデル（育成システム）の構築に努め、本県から国内外で活躍するアスリートが
数多く輩出されるよう、組織的かつ計画的に選手の育成を進めて参ります。
　今後も「県民総参加によるスポーツの振興」を目指し、「生涯スポーツ活動の推進」「競技力の向上」「指定管理施設の円
滑な運営」を三つの柱として、県と一体となって取り組んで参りますので、何卒ご支援いただきますようお願いいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年２月　会長　大井川　和彦

出資比率

日本スポーツ協会

永野　武晨

内　　　　　　　　　　　　容

運動公園費

中野　博蔵　

加盟団体育成費、スポーツ少年団育成費、普及事業費
等

国体派遣費

全体事業に占める割合

本県選手が全国レベルの競技大会や国際大会で活躍
することは、本県スポーツ振興はもとより、県民に夢と希
望を与え、明るく活力のある社会の形成に貢献することか
ら、各種大会において優秀な成績を収めるため、また「栃
木国体」に向け、選手の育成強化支援とサポートを行って
いる。

事　　　業　　　名

茨城県

小林　孖　他１個人、３６団体

○
全体割合

国民体育大会は、国民の健康増進と体力の向上を図る
ことを目的とした都道府県対抗による国内最大の国民ス
ポーツの祭典として開催されるものである。なお、４年度の
大会は３年ぶりに開催となりました。事業内容は、本県代
表選手の派遣及びメディカルチェック等に係るものであ
る。

指定管理者

http://www.ibaraki-sports.or.jp/

全体事業に占める割合

昭和45年4月6日

江幡　　保

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

本県開催の第２９回国民体育大会の準備協力体制に向けて責任体制の確立及び事業の積極的な推進
を図るとともに、体育・スポーツの振興により県民の体力向上を図り、スポーツ精神を涵養し、社会文化
の向上発展に寄与し、あわせて体育・スポーツに関する団体相互の連絡融和を図るため設立。

69,282

事業２

事業３

その他
事　業

主　　な
出資者

競技力向上費

事業1～3以外

年度令和
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公益法人等会計用

[経営状況] 公益財団法人茨城県スポーツ協会 (単位：千円）　
増減数
111,432

基本財産運用益 △ 5
事業収益 50,453
受取補助金等 60,728
その他収益 256

経常費用 138,770
事業費 139,333
管理費 △ 563

うち役員人件費 △ 101
うち職員人件費 5,237

0
△ 27,338

0
0
0
0

一般正味財産増減額 △ 27,338
0

△ 23,298
12,501
16,076

△ 3,575
35,799
35,528

0
271

0
△ 23,298

0
補助金 59,529
委託料 30,759

0
その他（分担金・負担金・出捐金等） 0

合　　　計 90,288
財政的関与の割合（％） 0.0

0
0

合　　　計 0

増減P
0.6

△ 0.4
△ 1.9
△ 4.4

△ 66.2
0.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 1 0 1 1 0 1 1 0 1 0
非常勤理事・監事 33 3 2 33 3 2 33 3 2 0

計 34 3 3 34 3 3 34 3 3 0
管理職 3 1 2 4 2 2 4 2 2 0
一般職 15 11 0 14 10 0 14 10 0 0
嘱託・臨時職員等 22 22 22 0

計 40 12 2 40 12 2 40 12 2 0

千円

千円

合計

184

60代

令和3年

30代 40代

年

　

当
期

プロパー職
員平均勤続

年数 3 3 44

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

～20代

７月１日現在の人数

役員

職員

6.3
50代

令和2年度

0

0

0

0

2.2%
18.1%人件費比率

主要経営指標 算式等

県
財
政
関
与
状
況

公益目的事業比率

貸
借
対
照
表

基本財産充当額
正味財産合計

87,865

318,418

77,853

0

229,777

0

654,280

0損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

0

区　　　　　　分

1
687,903
196,907

令和3年度

△ 23,298

令和4年度
808,053 919,485

令和2年度

69,282

14

142 142142法人税・住民税・事業税

0
225,737

81.0%

4,040

借入金残高（期末）

0

580,817

263.7%
0.0%

流動資産／流動負債　

93.7%

86.1%

管理費比率 管理費／経常費用 1.7%

82.7%
274.7%

94.5%
2.1%

認定法第15条に定める率

16.9%

流動比率
借入金比率

人件費／経常費用
自己収益額／経常収益自己収益比率

借入金残高／負債・正味財産合計

101,178

723,428

7,294

0

貸付金

正味財産期末残高

808

流動負債

69,282
225,737

98,403
482,414

49,089
704,714

15,562

うち長期借入金

0

229,579
84,023

流動資産

87,581

固定負債

固定資産
負債合計

経常外増減額

一
般
正
味
財
産

313,602

0
経常外費用

指定正味財産増減額

87,057
0

18,572

うち短期借入金

資産合計

経常外収益

評価損益等

88,641

経常収益

573,147

増減理由

事業再開による増

1,060

803,871

0

0

0

240,565

0

206,479

0

136,179
637,450

スポーツ振興積立資産の執行

34,674

7,158

0

7,259

124,440

942,641

95.0%

事業再開による増
事業再開による増

0

330,919

123,109
0

0
0

燃料高騰・修繕による減△ 23,156

133,843

0

191,306
553,262

プロパー職員平均給与（年額）

常勤役員平均報酬(年額)
１名のため個人情報となる報酬は非公開

208.5%
0.0%

歳46.2

平均年齢

0

15.0%

増減数

78.3%

備　考

0

744,568

令和5年令和4年

0.0%

増減理由

0

0

令和3年度 令和4年度

0

81.0%

256,641
74,278

事業の再開による増

69,282

1,331

0

206,479

0

131,777
522,503

0

80.3%

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経常増減額

128,606

4,182

689,152 786,940

120,452

0

18,714

0

4,394.0

6

229,777

34,418

926,273
16,931 16,368

嘱託員期末手当等の増

0

2



　

　

　

 

「生涯スポーツ」「競技
力の向上」「指定管理施設
等の管理運営」を軸として
策定された第4期中期運営計
画（2019年度～2023年度）
を元に、管理運営してい
る。今期計画は、第3期中期
運営計画と比較すると、2巡
目の茨城国体の開催が計画
期間の初年度にあたり、そ
の後の事業展開･財政状況に
大きな変化が訪れた。

令和４年度は感染症の影
響により、一部の大会や事
業が中止になっているが、
開催できた行事も多くあっ
た。今後ますます通常の日
常に回帰することで、実施
される行事等も増えていく
ため、状況に対応していく
必要がある。

組織及び財務に関する
規程は整備されており、
経営上の重要な意思決定
は、総務・財務専門委員
会での協議も行い、学識
経験者の意見も聴取する
など、適切に対応してい
る。

県派遣職員が抑制さ
れ、経験豊富な再任用職
員の退職も控えているた
め、運営に支障の無いよ
う計画的なプロパー職員
の採用と人材育成を行っ
ていく。

組織運営健全性
組織､人事､財務等の内部管理体制が
適切に整備･運用され､かつ情報公開
による透明性の確保が適切か

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人的・物
的な経営資源が有効活用されている
か

効率性

法人が行っている事業と当初の設立
目的が適合しているか

経営目的、経営方針が各種計画に反
映され、計画・実行・見直しが行わ
れているか

財務健全性

各施設がスポーツだけで
なく多目的な利用が可能で
あることを広くＰＲし、積
極的な情報発信を行うとと
もに、利用者に親しまれる
施設となるよう、利用者
サービスに努める。

また、競争入札・長期継
続契約等の導入によりコス
ト削減を行うなど、費用対
効果をあげる努力を行って
いる。

インターネットによる施
設予約やＳＮＳを使用した
情報発信など、デジタル化
可能な部分はデジタル化し
て効率性を高めている。ま
だデジタル化が不十分な部
分も今後検討し、導入して
いく。

流動比率は200％以上と
高く、借入金も無い。安
定した財政状況にある。

また、事業推進のため
自主財源の確保、施設の
有効活用とスポーツ振興
のための自主事業を継続
していく。

法人の財務体質が健全であるか。
また、各事業の採算性がとれている
か

財務健全性効率性

80%

94%

《評価の視点》

財務健全性

得点率

85%

95%

75%

17

97

16

83

9

47 86%

20

20

計画性

10

評価項目数

9

8

評点

合計

16 20

満点

公益法人等会計用
公益財団法人茨城県スポーツ協会

警　戒　指　標

今後の事業展開の方向
及び法人の将来展望

　当協会は、茨城県の施策展開の一翼を担い、「県民総参加によるスポーツの振興」を目指し、
それによる「社会文化の向上発展」に寄与することを目的としている。
　特に令和５年度においては、新型コロナウイルスが５類に移行されたことにより外出規制等も
解消し、スポーツ活動を活発に行える環境が整いつつあるため、「生涯スポーツ活動の推進」
「スポーツ少年団事業の活動支援」等を行い、多くの県民がスポーツに親しむ機会を提供し、本
県スポーツのさらなる発展に努めていきたい。
　また、長期的に安定した財源の確保等を努め、公益財団法人としての役割を果たしつつ、簡素
で効率的な業務運営を行っていく。

当協会は、体育・ス
ポーツの振興を通して
県民の体力向上と健康
増進を図るとともに、
スポーツ精神を涵養し
社会文化の向上・発展
に寄与することを目的
に各種事業を積極的に
展開している。少子高
齢化が進展し、中高年
層の生涯スポーツへの
関心が高まる等、変貌
する社会情勢を敏感に
察知し、利用者の多様
なスポーツニーズに対
応していく。

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性 17

19

15

［法人の自己評価（経営概況、経営上の課題・対策等）］

目的適合性 計画性 組織運営健全性

20

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ

 3



［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

計画性 組織運営健全性 効率性

法人担当課の意見

　令和４年度については、過去２年間中止されていた国体本大会が開催されるなど、コロナ禍からの脱却が
見られ、多くの事業を再開できた。
　また、継続して開催している世界へ羽ばたくトップアスリート育成事業では、県内のジュニア選手の発
掘・育成を中心とした、競技力の向上にも積極的に取り組んでいる。
　茨城国体により高まったスポーツへの関心を本県スポーツのさらなる発展につなげ、県民総参加によるス
ポーツの振興を図っていく必要がある。

R4実績 達成度(%)

［経営目標］

指　　標　　名

財務健全性
　生涯スポーツの推進及び
指定管理施設の管理運営に
ついて効率的な経営が図ら
れている。さらに世界へ羽
ばたくトップアスリート育
成事業では、県内のジュニ
ア選手の発掘・育成を中心
とした競技力の向上に取り
組んでいる。
　今後もこれまで同様、法
人の目的に適合した運営に
期待したい。

　平成31年３月に国体後
を見据えた中期運営計画
（令和元年度～令和５年
度）を策定しており、令
和３年度に中間見直しを
実施した。
　今後も計画の達成に向
け着実な運営に努められ
たい。

　組織及び財務等に関する
規定は適切に整備・運営さ
れている。
　また、ホームページ等で
情報公開を行っており、今
後とも健全な組織運営に努
められたい。

　指定管理施設の利用料
収入は、コロナ禍前と比
べて減少しているが、こ
れまで同様、法人の創意
工夫による利用者サービ
スの向上並びにコスト削
減を図られたい。

　債務超過や借入金はな
く、流動比率も適正を維
持している。
　今後においても、自主
事業の実施等により自主
財源の確保に努めていく
必要がある。

目的適合性

R4目標値

経
営
目
標

事
業
成
果

国体獲得点数 点 0 0 1,000 1,107

R3実績

100.0% 1,000

施設利用人数 千人 311 492 450 625

単位 R2実績 R5目標値

100.0% 495

97.6%健
全
性

収支比率 ％ 103 100

平均目標達成度 99.3%

総合的所見等
に係る対応

県民のニーズに応じた事業運営により、堀原、笠松両運動公園の利用促進に努めるとともに、
効率的な事業執行や経費削減に引き続き取り組み、本県のスポーツ振興やスポーツの環境整備が
推進されるよう、法人を指導していく。

令和２年度から開始した「世界へ羽ばたくトップアスリート育成事業」において、国内外で活
躍するトップアスリートを輩出するため、ジュニアアスリートの発掘・育成、指導者の確保、
トップアスリート育成モデル（育成システムの構築）について、関係機関等と連携して、取り組
むよう指導していく。
　法人に対する県の人的関与については、引き続き見直しを検討していく。

効率性 財務健全性

総合的所見等

令和４年度の指定管理施設（堀原、笠松運動公園）の利用者数は、新型コロナウイルス感染症
の影響から回復傾向にあり、堀原運動公園は１８１千人（前期差７４千人増）、笠松運動公園は
４４４千人（前期差６０千人増）と、令和３年度に比べいずれも増加している。一方、燃料費及
び光熱水費の高騰や施設の老朽化に伴う修繕費の増のため、当期経常増減額は
△２３，２９８千円（前期差２７，３３８千円減）となった。

指定管理者として、県民のニーズを的確に捉え、施設の利用促進に努めるとともに、事業の効
率的な執行やより一層の経費の削減に取り組み、収支の改善を図りながら、本県のスポーツの振
興や環境整備を推進されたい。

また、県民のスポーツへの関心を本県スポーツのより一層の発展につなげるため、引き続き、
県及び関係機関等と連携を図り、更なる競技力向上に取り組まれたい。

　  　県所管課は、法人に対する県の人的関与について、必要性を十分に精査し、計画的な
    見直しを図られたい。

取組みを強化すべき視点 目的適合性 計画性 組織運営健全性

274.7 200 208.5

100 97.6

区分

100.0% 95

施設利用率 ％ 75.7 78.2

98 95 98

80

100.0% 200

100.9

効
率
性

事業費比率 ％

80 78.4 98.0%

98

流動比率 ％ 264

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要
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